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東 京 市 に お い て 出 牛
東 京 府 立 第 1 中 学 校 4 年 修 了
第 1 高 等 学 校 文 科 乙 類 入 学
第 1 高 等 学 校 文 科 乙 類 卒 業
東 京 帝 国 大 学 法 学 部 法 律 学 科 入 学
「 学 徒 出 帥 コ に よ り 第 4 航 空 教 育 隊 に 入 隊 陸 軍 2 等 兵
甲 凡 幹 部 候 補 牛
第 1 航 空 軍 教 育 隊 に 派 遺
見 習 士 官
第 Ⅱ 野 戦 航 空 修 理 廠 に 転 属
第 1 5 野 戦 航 空 修 理 廠 に 転 属
陸 軍 少 尉 予 備 役 編 入 引 続 き 臨 時 召 集 柿 第 ] 5 野 鞁 航 空 修 理 廠 附
青 島 よ り 復 員
東 京 帝 国 大 学 法 学 部 法 律 学 科 卒 業
東 京 大 学 大 学 院 怯 学 部 特 別 研 究 生 ( ト イ ツ 民 法 専 攻 )
大 阪 市 立 大 学 講 師 ( 法 文 学 部 )
大 阪 市 立 大 学 助 教 授 ( 法 文 学 部 )
ド イ ツ 学 術 交 梳 会 ( D A A D ) 留 学 牛 と し て テ ュ
ビ ン ゲ ン 大 学 お よ び ゲ , テ ィ ン ゲ ン 大 学 に 留 学
( ^ 3 0 年 3 月 )
大 阪 市 立 大 学 助 教 授 ( 法 学 部 )
大 阪 市 立 大 学 依 願 退 職
文 部 教 官 東 北 大 学 教 授 ( 法 学 部 )
東 北 大 学 評 議 員 ( ー ー 3 8 年 3 門 )
北
民 法 第 2 講 座 担 任 ( ^ 6 2 年 3 月 )
沫 学 博 士 の 学 位 授 与
J R
城
宮 城 県 収 灰 委 員 会 委 員 ( ^ 4 5 年 7 月 )
城
宮 城 県 建 設 業 審 議 会 委 員 ( ー ー 4 5 年 1 2 月 )
務
怯 制 審 議 会 幹 事 ( ^ 4 2 仟 . 1 1 月 )
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昭和42年(1967)
昭和42年
昭和42年
昭和42年
昭和45年
昭和46年
1月20日
Π月Ⅱ日
12月1日
昭和47年(1972) 5j] 1日
a97の
a971)
12月13日
12月1日
2月16日
司法試験(第2次試験)考査委員(^43年12月)
法制審議会民法部会委員(ーー現在に至る)
「民法・ドイッ法」により財団法人松永記念科学振
興財団より昭和42年度松永賞(社会科学部門)受賞
法制審議会強制執打制度部会委員(^現在に至る)法務大臣
宮城県建設工事紛争密査会委員(ーー現在に至る)宮城 U,!知唖
東北大学(工学部附属応用仙報学研究施設)教授に
臣文 部 大併任(ーー47年3月)
東北大学(応用仙報学研究センター)教授に併任
東北大学長(^51年3打)
内閣総剖大臣税制調査会特別委員(^55年3月)
日本土地法学会日本士地法学会会長代行(^56年3月)
日本私法学会日本私法学会理事(^52年10月)
東北大学法学部長(ーー57年3月)
東北大学評議員(^57年3月)
臣文 大部東北大学大学院法学研究科長(^57年3月)
西ドイツ(フランクフルト、ゲッティンゲンおよびテュー
ドイッ学術交流会(DAAD)ビンゲン各大学)視察(^8月)
日本私怯学会日本私法学会理事(ーー・60年12月)
西ドイッにおいて在外研修(^60年3刈)
西ドイツにおいて在外研修(・-8月)
紫綬褒章受章
東北大学教授停年退官
昭和49年 a974)
昭和49年
昭和50年(1975)
昭和55年 a98の
月11日
9月
10月
4月1日
昭和56年(198D 6門
昭和58年 a983)
昭和59年 a984)
昭和60年(1985)
昭和61年 a986)
昭和62年 a987)
10月
月
6月
11月3日
3月31日
?????? ??

著昭和32年
昭和33年
昭和34年
昭和36年
昭和39年
書
著
即時取得(総合判例研究叢書・民法⑥)
賃借権の無断譲渡と転貸(総合判例研究叢書・民法田D
居住権論(大阪市立大学法学叢書13)
F ・ヴィーアッカー近世私法史(翻訳)
自習民法33問仂口藤一郎・幾代通・山主政幸の諸氏と共著)
物権法講義
民法の基礎知識(幾代通・広中俊雄の両氏と共著)
譲渡担保(経営法学全集9)
相続法講義
抵当制度の研究
回収(入門銀行取引法講座5)
借地法(上)(現代法律学全集14)
借地法(下)(現代法律学全集14)
物権法講義〔改訂版〕
根抵当法の問題点
根抵当法概説
人事法Ⅱ(民法教科書5Ⅱ)(唄孝一氏と共著)
F ・ヴィーアッカー近世私法史(割訳・補筆)
物権法の研究(民法論文集D
物権法講義〔二訂版〕
注釈銀行取引約定書・
共著)
人事法1(民法新教科書5 D (唄孝一氏と共著)
債権法講義
借地法(上)〔改訂版〕(現代法律学全集14)
作 目
昭和41年
昭和43年
録
有斐閣
有斐閣
有斐閣
創文社
有斐閣
創文社
有斐閣
ダイヤモンド社
有斐閣
一粒社
金融財政事情研究会
青林書院新社
青林書院新社
創文社
有斐閣
新日本法規
有斐閣
創文社
創文社
創文社
当座勘定規定(中馬義直・菅原菊志・前田庸の諸氏と
有斐閣
有斐閣
創文社
青林書院新社
昭和"年
昭和46年
昭和47年
昭和48年
昭和50年
昭和51年
昭和54年
昭和55年
2昭 和 5 6 年
昭 和 5 9 年
借 地 法 ( 下 ) 〔 改 訂 版 〕 ( 現 代 法 筰 学 全 集 1 4 )
居 住 椛 論 〔 新 版 〕
佶 地 ・ 借 家 法 の 研 究 1 ( 民 法 論 文 集 2 )
借 地 ・ 借 家 法 の 研 究 Ⅱ ( 民 法 論 文 集 3 )
民 怯 総 則 講 義
物 権 法 講 義 { 三 訂 版 〕
D  ・ シ ュ ヴ ァ ー ブ ド イ ツ 家 族 法 ( 翻 訳 )
相 続 法 講 襲
昭 和 6 0 年
昭 和 6 1 年
Ⅱ
編
昭 和 4 2 年
昭 和 U 年
昭 和 4 6 年
昭 和 朝 年
書
有 斐 閣借 地 の 法 律 相 談 ( 高 島 良 一 氏 と 共 同 編 集 )
有 斐 閣注 釈 民 樹 m 債 権 8  組 合 ・ 特 殊 の 契 約 仂 ヨ 藤 一 郎 氏 と 共 同 編 集 )
東 京 大 学 出 版 会概 観 ド イ ツ 法 ( 五 十 嵐 清 ・ 村 上 淳 ・ ー の 両 氏 と 共 同 編 集 )
士 地 収 用 法 5 0 講 ( 高 原 賢 治 氏 と 共 同 編 集 ) 有 斐 閣
民 法 新 教 科 書 3  不 動 産 法 ( 篠 塚 昭 次 氏 と 共 同 編 集 ) 有 斐 閣
民 法 新 教 科 書 4  金 融 法 ( 清 水 誠 氏 と 共 同 編 集 ) 有 斐 閣
民 法 新 教 科 書 2  動 産 売 買 法 ( 高 木 多 喜 男 氏 と 共 同 編 集 ) 有 斐 閣
有 斐 閣民 法 判 例 集 ( 久 貴 忠 彦 ・ 野 村 豊 弘 の 両 氏 と 共 同 編 集 )
金 融 取 引 法 大 系 ( 全 六 巻 ) ( 竹 内 昭 夫 氏 と 共 同 編 集 )
有 斐 閣
教 材 法 学 資 料 ハ ン ド ブ ッ ク ( 林 屋 礼 二 氏 と 共 同 編 集 ) 第 1 法 規
昭 和 5 0 年
昭 和 5 1 年
昭 和 5 5 年
昭 和 5 8 年
昭 和 卵 年
青 林 書 院 新 社
有 斐 閣
創 文 社
創 文 社
創 文 社
創 文 社
創 文 社
創 文 社
Ⅲ 論 文 等 ( A  ・  B  ・ C に つ い て は 末 尾 の 凡 例 を 参 照 )
昭 和 2 5 年
昭 和 2 6 年
昭 和 2 7 年
民 商 法 雑 誌 2 5 巻 4 号 、  6 号抵 当 権 に 基 く 物 上 代 位 制 度 に つ い て 住 ) ②
法 律 時 報 2 3 巻 1 2 号
法 社 会 学 会
戦 傷 病 者 戦 没 者 遺 族 等 援 護 法 雑 考 ( 谷 口 知 平 ・ 阿 南 成 ・ ー の 両 氏 と 共 同 執 筆 )
民 商 法 雑 誌 2 7 巻 4 号
昭和28年
昭和29年
登記制度の比較法的研究ドイツおよびスィス
フランス法における不動産委棄の制度
ラントシャフトに関する一吉察住)②
男女平等の西ドイツ的理解住)②
西独における学生選挙権の所在
Die Modernisierung des Japanlschen Fam111en und Erbrecht
(zeitschrjft fur auS1註ndjsches und internationa]es privatrecht,
J 宮.1954)
戦後西ドイツの私法学界の展望住)~(2完)
根抵当とその被担保債権(根抵当問題特集)
根抵当とその被担保債権
制限借地権
近代ドイッにおける家族法中川善之助・青山道夫.玉城肇
兼子一・川島武宜編家族問題と家族法1 家族
所有権
各国の身分登録制度中川誓之助・青山道夫・玉城肇
川島武宜編家族問題と家族法Ⅶ家事裁判
いわゆる立退邪Hこっいて^特にドイツ法を参考としつつ^
還暦記念・損害賠償責任の研究■
借地借家法の1本化論についての1疑問住)②
昭和31年
法律時綴24巻3号
民商法雑誌27巻6号・ A
法学協会雑誌70巻4・号、フ]巻 2号
大阪市立大学法学雑誌1巻1号、 2号
法律時報26巻10号
昭和能年
3
季刊法律学20号、22号
民商法雑誌36巻3号、 37巻2号
Die Entwicklun号 des ]epanlschen Fam111enrechts unter dem
Ein丑UB des euroP註ischen Rechts (zeitschrift fur verg]eichende
Rechtswissenschaft Bd.59,1957)
ドイツ近代私法史学の発達
居住権の法的構成
有泉亨編ドイツ法
理論の機能財産における「権利濫用」
抵当権と動産
ドイッにおける共同抵当制度
昭和33年
私法16号
ジュリストH7号・A
・福島正夫・
酒井書店
法学セミナー17号
・福島正夫・兼子一・
酒井書店
我妻先生
有斐閣・C
ジュリスト】07 号
比較法研究16号
大阪市立大学法学雑誌4巻3号・C
借地借家法の研究(東京大学出版会)
法律時報30巻10号・ A
法学セミナー31号
金融法務事情162号
4昭 和 3 4 年 < 座 談 会 > 催 災 都 市 借 地 借 家 臨 時 処 理 法 に よ る 借 地 権 設 定 に 関 す る 裁 判 ( 谷
口 知 平 ・ 小 室 直 人 ・ 1 1 1 木 戸 克 己 ・ 乾 昭 三 ・ 森 順 次 ・ 林 良 平 ・ 道 田 信 一 郎 ・ 中
民 商 法 雑 誌 3 8 巻 4 号
田 淳 一 の 諸 氏 と )
借 家 の 転 賃 谷 口 知 平 = 加 藤 一 郎 編 ・ 民 法 演 習 Ⅳ 債 権 各 論 ( 有 斐 閣 ) ・ C
< 座 談 会 > 法 学 教 育 ・ 法 学 と 歴 史 一 ー イ ギ リ ス ・ フ ラ ン ス ・ ド イ ツ の 場 合 一
( 福 島 正 夫 ・ 野 田 良 之 ・ 内 田 力 蔵 の 諸 氏 と )
講 座 日 本 近 代 法 発 達 史 7 ( 勁 草 書 房 )
惜 家 法 1 条 の 2 と い わ ゆ る 公 益 的 理 由 ( 木 村 保 男 氏 と 共 同 執 筆 )
大 阪 市 立 大 学 法 学 雑 誌 6 巻 3 号
金 融 法 務 事 情 2 3 2 号
ジ ュ リ ス ト  2 0 0  号 ・  C
民 事 研 修 4 1 号
相 続 住 )
( 有 斐 閣 )
抵 当 権 、 転 抵 当 、 附 加 物 、 保 全 抵 当 ・ 流 通
末 川 博 ほ か 編 ・ 民 事 法 学 辞 典 ( 有 斐 閣 )
法 律 時 報 3 3 巻 6 号 ・  A
民 事 研 修 5 1 号 ・  A
ジ ュ リ ス ト 法 学 教 室 2 号
( 香 川 保 ・ ー ・ 柚 木 馨 ・ 加 藤 一 郎 ・ 堀 内 仁 ・ 村 松 俊 夫 ・
金 融 法 務 事 恬 2 鮖 号
昭 和 3 5 年
共 同 抵 当 に お け る 代 位 の 諸 問 題
借 家 法 1 条 の 2
占 有 改 定 と 即 時 取 得
占 有 権 の 相 続 中 川 善 之 助 教 授 還 暦 記 念 ・ 家 族 法 大 系 Ⅵ
昭 和 3 6 年
居 住 権 、 所 有 者 抵 当 、 担 保 物 権 、
抵 当 、 流 抵 当
士 地 収 用 と 所 有 権 の 保 護
特 定 物 遺 贈 に お け る 物 権 変 動 の 時 期
占 有 改 定 と 即 時 取 得
< 座 談 会 > 共 同 根 抵 当
定 武 政 敏 の 諸 氏 と )
昭 和 3 7 年
借 地 ・ 借 家 法 前 史 住 } ~ ( 4  ・ 完 ) 法 学 2 6 巻 2 号 、  3  号 、  2 7 巻  1 号 、
建 物 敷 地 の 借 地 権 無 断 譲 渡 な い し 転 貸 と 土 地 賃 貸 借 の 解 除
判 例 評 論 四 号 ・ B
特 定 物 売 買 に お け る 所 有 権 移 転 の 時 期 板 坂 佐 一 ・ 西 村 信 雄 . 舟 橋 諄 一 '
柚 木 馨 ・ 石 本 雅 男 先 生 還 暦 記 念 ・ 契 約 法 大 系 Ⅱ 贈 与 ・ 売 買
( 有 斐 閣 ) ・  A
リ ス ト 法 学 教 室 5 号
ジ ュ
( 有 斐 閣 ) ・  C上
法 律 時 報 3 5 巻 2 号 ・  C
昭 和 3 8 年
根 抵 当 の 基 本 問 題
居 住 権 の 限 界 末 川 先 生 古 稀 記 念 ・ 権 利 の 濫 用
< 書 評 > 篠 塚 昭 次 著 「 借 地 借 家 法 の 基 本 問 題 」
3  号 ・ B
「合意に相当する審判」の制度
^その実態調査と解釈論一ー(上)(下)(執筆分担)
ジュリスト 270'号、 271 号
法律行為の無効と給付物の取戻し
大阪市立大学法学雑誌9巻3号4号合併号・A
民法研修73号転抵当にっいて^主として転貸と比較しながら^
共同抵当柚木馨=谷口知平=加藤一郎編判例演習〔物権法〕
昭和39年
昭和40年
宅地立法の動向とその意義
立退料の提供と借家の明渡
借地法12条による相当な地代と借地権価格
借地法における地主の更新拒絶権の制限と更新後の借地
民商法雑誌51巻6号・ B権存続期問の保障
判例評論77号借地法における正当事由と借地人の類型
金融法務事情卯0号民法376条2項と抵当権処分の独立性
民事研修 100号・ B更新された借地権の対抗力
所有権、担保権、賃貸借、動産・不動産、物権・債権
大阪市立大学経済研究所編・経済学辞典(岩波書店)
金融法務事情429号包括根抵当と附従性
注釈民法⑮(有斐閣)・ C622 条(注釈)賃貸借前注、民法621条、
(注釈)10条、 13条、 14条借地法4条、 6条~8条、
注釈民法⑮(有斐閣)・ C
共同相続と登記(民法ノート1・唄孝一氏との対談)
法学セミナー 121号・ A
包括遺贈と登記(民法ノートⅣ・唄孝一氏との対談)
法学セミナー 124号・ A
現代における財産と財産権岩波講座現代法8 現代法と市民・加藤一
(岩波書店)・ A郎編
法律時報38巻10号・ B改正借地借家法の特色と残され九問題点
遺産分割と登記(民法ノートⅦ・唄孝一氏との対談)法学セミナー 127号・ A
昭和41年
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(有斐閣)
法律時報35巻10号・ B
判例評論63号
判例評論72号・ B
6昭 和 4 2 年
民 法 1 7 7 条 の 改 す 抗 ス ル コ ト ヲ 得 ス 」 の 意 味
民 法 基 本 問 題 1 5 0 講 1 総 則 ・ 物 権 ( 一 粒 社 ) ・  A
共 同 相 続 財 産 の 性 質 ( 民 法 ノ ー ト X  ・ 唄 孝 ・ 一 氏 と の 対 談 )
法 学 セ ミ ナ ー  1 3 0 号 ・  A
ド イ ツ に お け る 最 高 額 抵 当 と 普 通 抵 当
大 阪 市 立 大 学 法 学 雑 誌 1 3 巻 2 ・ 3 ・ 4 合 併 号
借 地 借 家 法 ( 法 体 制 再 編 期 )
飼 信 成 = 福 島 正 夫 = 川 島 武 宜 = 辻 清 明 編
講 座 日 本 近 代 法 発 達 史 Ⅱ ( 勁 草 書 房 ) ・ B
金 融 法 務 事 情 4 7 6 号
( 有 斐 閣 )
一 方 的 ・ 偏 頗 的 な 約 定 書
権 利 質 谷 口 知 平 = 加 藤 一 郎 編 ・ 新 民 法 演 習 2 物 権
借 地 条 件 を 変 更 し 附 随 的 に 財 産 上 の 給 付 を 命 ず る 裁 判
借 地 の 用 法 に 関 す る 特 約 の 効 力
ド イ ッ 法 有 泉 亨 編 ・ ヨ ー ロ ッ パ 諸 国 の 団 地 管 理
昭 和 4 3 年
( 東 京 大 学 出 版 会 ) ・ C
金 融 法 務 事 情 5 0 0 号
根 保 証 の 相 続 性
第 1 回 ~ 第 5 回 完 ( 東 北 大 学 法 学 = 佶
電 子 計 算 機 に よ る 相 続 問 題 の 処 理
報 科 学 研 究 会 に お け る 共 同 研 究 )
ジ ュ リ ス ト  3 9 7  号 、  4 0 1  号 、  4 0 3  号 、
4 0 5  号 、  4 0 7  号
銀 行 取 引 に お け る 「 相 殺 の 担 保 的 機 能 」 に つ い て の 一 疑 問 ^ 預 金 と 貸 出 債
金 融 法 務 事 情 5 2 2 号
権 の 担 保 に つ い て ^
注 釈 民 法 ⑦ ( 有 斐 閣 ) ・  A
民 法 2 6 5 条 乃 至 2 6 9 条 の  2  ( 注 釈 )
< 座 談 会 > 電 算 機 と 法 律 学 ( 林 修 ・ 野 村 好 弘 ・ 淡 路 剛 久 の 諸 氏 と )
ジ ュ リ ス ト  4 1 3  号
ジ ュ リ ス ト  4 3 0  号 ・  B
都 市 再 開 発 法 と 地 区 住 民 の 生 活 権 の 保 護
民 事 研 修  1 5 0 号 ・  A
区 分 所 有 建 物 敷 地 の 借 地 権 凖 共 有 に つ い て
7 条 、  9 条 、  1 5 条 ( 注 釈 )銀 行 取 引 契 約 前 注 、 前 文 、  4 条 、  5 条 、
注 釈 民 法 ⑰ ( 有 斐 閣 )
住 宅 問 題 講 座 3 住 宅 関 係 Ⅱ ( 有 斐 閣 )
昭 和 4 5 年
昭 和 4 4 年
ジ ュ リ ス ト  3 8 7  号 ・  B
司 法 研 修 所 論 集  3 8 号
佶 地 法 制 と 借 地 権 価 格
昭和46年 <座談会>民法関係法改正の諸問題(星野英一・椿寿夫・
の諸氏と)
代物弁済予約に関する判例の分析
昭和45年度研修叢書(日本弁護士連合会)
於保不二雄先生還暦記念・特定物売買における所有権移転の時期再論
(有斐閣)・ A民法学の基礎的課題(下)
ジュリスト4釘号新根抵当権の基本的性格
近代ドイツにおける抵当権法発達史補論
山田晟先生還暦記念・概観ドイツ法(東京大学出版会)
民法のカリキュラムにっいて現状その他(学会シンポジウムにおける報告)
私法33号
根抵当雑考山~轍ジュリスト 494号~ 508号、 510 号~ 513号、 515号、
516 号、 518 号~ 522 号、 523 号、 524 号~ 530 号
<対談シリーズ>我妻先生と借地・借家法住X2)
水本浩・西原道雄
ジュリスト 477 号
昭和47年
公用収用と借地の補償
根抵当と相続
<座談会>新根抵当法の問題点第1回~第8回完
堀内仁・石井真司・鈴木正和の諸氏と)
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手形研究16巻1号~9号
水本浩=篠塚昭次編・民法を学ぶ(有斐閣)物権と債権のわけ方
ジュリスト 517 号強制執行法改正要綱と民法
根抵当立法とそれ以後(学会シンポジウム「不動産担保制度に関する当面の
私法34号課題」における報告)
代物弁済予約権者の担保権の実現について^判例を敷衍しつつ^
昭和46年度特別研修叢書(日本弁護士連合会)
金融法務事情689号共同根抵当
<座談会>銀行取引における士地問題(好美清光・伊藤進・吉原省三・石井
手形研究207号真司・鈴木正和の諸氏と)
民事研修200号・ A抵当権に劣後する用益権の処遇
昭和48年
青林通信20号・ B、 21号・ B
東北用対連13巻2号・ A
金融法務事情636号
q青水誠・清水湛・
8昭 和 4 9 年
我 要 「 成 人 教 室 」 の 受 講 者 の 一 人 と し て
ジ ュ リ ス ト  5 6 3  ・ 号
鳩 山 秀 夫
潮 見 俊 隆 ・ 利 谷 信 義 編 ・ 日 本 の 法 学 者 ( 日 本 評 論 社 )
補 償 の 私 法 的 課 題 士 地 問 題 双 書 2
( 有 斐 閣 ) ・  A
ひ な 型 に 提 携 口 ー ン 明 示 が 必 要
金 融 法 務 事 恬 7 3 2 号
< 座 談 会 > 不 動 産 取 引 の 実 態 ( 浦 野 雄 幸 ・ 上 野 隆 司 ・ 俣 野 幸 太 郎 ・ 神 山 善 太
・ 山 縣 和 彦 ・ 古 田 幸 男 ・ 岡 崎 ・ 一 郎 ・ 竹 内 繁 の 諸 氏 と ) 住 } ~ ( 4 完 )
N  B  L 7 5 号 ~ 7 8 号
昭 和 5 0 年
仮 登 記 担 保 権 に つ い て の 判 例 理 論 の 趨 勢 ( 上 ) ( 下 )
所 有 権 移 転 時 期 と い う 問 題 の 考 え 方
我 妻 栄 先 生 追 悼 ・ 私 法 学 の 新 九 な 展 開 ( 有 斐 閣 )
< 座 談 会 > 銀 行 取 引 と 譲 渡 担 保 ( 米 倉 明 ・ 浦 野 雄 幸 ・ 堀 内 仁 ・ 小 沢 道 夫 ・ 鈴
木 正 和 ・ 吉 原 省 三 ・ 石 井 真 司 の 諸 氏 と ) 第 1 回 ~ 第 3 2 回 完
金 融 法 務 事 情  7 6 9  号 ~  7 別 号 、 7 8 4 号 ~  7 9 1  号 、 7 9 3 号 ~  8 0 6 号
< 書 評 > 田 中 整 爾 著 「 占 有 論 の 研 究 」
民 商 法 雑 誌 7 4 巻  1 ・ 号
< 対 談 > 中 川 先 生 に お け る 相 続 と 取 引 秩 序 ( 唄 孝 一 氏 と ) 中 川 善 之 助 ^
人 間 と 学 問
法 学 セ ミ ナ ー 臨 時 増 刊 2 5 3 号
不 動 産 賃 借 権 化 に つ い て
社 会 科 学 の 方 法 8 6 号 ・  B
リ ー ス ^ そ の 実 態 と 法 的 構 造 ^ リ ー ス 取 引 を め ぐ る 解 釈 問 題 ^ そ の 2
対 外 関 係 ( 学 会 シ ン ポ ジ ウ ム に お け る 報 告 )
昭 和 励 年
リ ス ト  5 7 7  号 、  5 7 9  号
ジ ュ
私 法 3 8 号
根 抵 当 取 引 の 実 状 と 問 題 点 ^ ア ン ケ ー ト 集 計 結 果 と そ の 分 析 ^ ( 清 水 誠
・ 鈴 木 正 和 ・ 石 井 真 司 の 諸 氏 と 共 同 執 筆 分 担 ) 金 融 法 務 事 情 8 0 0 号
< 座 談 会 > 仮 登 記 担 保 の 立 法 上 の 諸 問 題 ( 上 ) ( 下 )
仂 口 藤 一 郎 ・ 林 良 平 ・ 星 野 英 一 ・ 堀 内 仁 ・ 鈴 木 正 和 ・ 吉 原 省 三 ・ 吉 野 衛 の
諸 氏 と )
金 融 法 務 事 情 8 H  号 、  8 1 2 号
借 地 関 係 に お け る 更 新 料 支 払 の 諸 問 題 判 例 タ イ ム ズ 3 4 5 号 ・  B
商 人 留 置 権 の 流 動 担 保 性 を め ぐ る 若 干 の 問 題
西 原 寛 一 先 生 追 悼 ・ 企 業 と 法 上 ( 有 斐 閣 )
昭 和 5 2 年
<座談会>銀行取引約定書ひな型の改正・新設条項をめぐる法律的諸問題
(上)~(下)(河本・一郎・吉原省三・堀内仁・鈴木正和・石井真司の諸氏と)
手形研究256号~258号
金融財政事情28巻25号
昭和53年
傍観者のみ九歩積・両建問題
<座談会>銀行取引と譲渡担保(追補)
富山売薬掛場帳の譲渡担保第1回~第6回完
金融法務事情8四号~8熨号
判例にあらわれ九不動産取引保護策としての民法94条2項
昭和52年度特別研修叢書(日本弁護士連合会)
いわゆる直接請求権の承認をめぐる利益衡量
末川先生追悼・法と権利1(有斐閣)
川合一郎編現代信用論(上)(有斐閣)
法曹時報30巻8号
担保制度の分化と信用制度
「債権者平等の原則」論序説
仮登記担保法雑考仕)~(12完)
金融法務事情870 号、 871 号、 872 号、 874 号~ 882 号
<座談会>仮登記担保法の諸問題(石田喜久夫・加藤・一郎・新堂幸司・吉野
ジュリスト 675 号衛の諸氏と)
担保法の研究について松永賞記念文集社会科学部門
(財団法人松永記念科学振興財団)
譲渡担保谷口知平=加藤一郎編・新版民法演習2物権
昭和54年
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(有斐閣)
多数当事者問の扶養関係^とくに義務者多数の場合について^(唄孝一
氏と共同執筆)中川善之助先生追悼・現代家族法大系3 (有斐閲)
相続回復請求制度の雲散^最近の最高裁判決にことよせてーーー
判例タイムズ378号
別冊判例タイムズ8号寄与相続人の権利の性質
建物区分所有法の改正に関連して(学会シンポジウムにおける報告)
私法嶋号
競売不動産上の賃借権に関する実態調査一一民事執行法施行前の仙台地方裁
判所における状況
昭和弱年
昭和56年
昭和57年
1 0
( 杉 本 幸 雄 ・ 山 野 目 章 夫 の 両 氏 と 共 同 執 筆 )
確 定 前 の 根 抵 当 椛 の 被 担 保 債 権 の 差 押 え と 質 入 れ の 効 力
金 融 法 務 事 情 9 9 3 号
不 動 産 質 制 度 再 活 用 の 九 め の 立 法 論 N  B  L  2 6 4  号
< 書 評 > 区 分 所 有 建 物 管 理 問 題 研 究 会 編 「 区 分 所 有 建 物 の 管 理 と 法 律 」
民 商 8 6 巻  1 ・ 号
重 複 す る 地 上 権 ・ 賃 借 権 の 登 記
別 冊 ジ ュ リ ス ト フ 5 号
最 近 担 保 法 判 例 雑 考 住 ) ~ ⑬ 〔 信 ) は 山 野 目 章 夫 氏 と 共 同 執 筆 〕
判 例 タ イ ム ズ  4 7 6  号 、  4 別 号 、  4 8 5  号 、  4 9 0  号 、  4 9 6  号 、  5 0 6  号 、
5 0 9 号 、  5 1 1 号 、  5 1 3 号 、  5 1 6  号 、  5 1 9 号 、  5 2 1 号 、  5 2 4 ' 号
f 債 務 な き 貞 任 _ 1  に つ い て ^ 担 保 物 権 法 総 論 断 章 法 学 4 7 巻 3 号
不 動 産 の 担 保 ( 学 会 シ ン ポ ジ ウ / 、 に お け る 報 告 )
私 法 4 5 号
冬 種 の 貸 付 取 引 の 法 的 構 成 ( 庄 子 良 男 氏 と 共 同 執 筆 )
鈴 木 祿 彌 = 竹 内 昭 夫 編 ・ 金 融 取 引 法 大 系 第 4 巻
( 有 斐 閣 )
短 期 賃 貸 借 制 度 等 を め ぐ っ て の 「 業 者 」 の 活 動 の 実 態
( 杉 本 幸 雄 ・ 山 野 目 章 夫 の 両 氏 と 共 同 執 筆 )
ジ ュ リ ス ト 8 1 7 号
最 近 に お け る 担 保 法 を め ぐ る 判 例 の 展 開 昭 和 5 8 年 度 特 別 研 修 叢 書 ( 上 巻 )
( 日 本 弁 護 士 連 合 会 )
金 融 取 引 法 大 系 第 6 巻 ( 有 斐 閣 )
貸 付 先 の 変 調 に 対 す る 銀 行 の 対 応
< 座 談 会 > セ ミ ナ ー 「 貸 付 金 の 管 理 ・ 回 収 と 実 務 上 の 問 題 点 」
( 石 井 真 司 ・ 清 水 直 ・ 島 甲 一 ・ 鈴 木 正 和 の 諸 氏 と )
金 融 取 引 法 大 系 第 6 巻 ( 有 斐 閣 )
< 座 談 会 > セ ミ ナ ー 「 現 代 の 保 証 ^ 機 関 を 中 心 に 』
( 石 井 真 司 ・ 伊 藤 進 ・ 上 野 隆 司 ・ 岡 崎 治 郎 ・ 鈴 木 正 和 ・ 吉 原 省 三 の 諸 氏 と )
金 融 取 引 法 大 系 第 5 巻 ( 有 斐 閣 )
昭 和 朋 年
昭 和 5 9 年
判 例 タ イ ム ズ 4 6 4 号
< 座 談 会 > セ ミ ナ ー 「 根 保 証 」
( 石 井 真 司 ・ 伊 藤 進 ・ 鈴 木 正 和 ・ 吉 原 省 三 の 諸 氏 と )
金 融 取 引 法 大 系 第 5 巻 ( 有 斐 閣 )
留 置 権 の 内 容 と そ の 効 力 力 Π 藤 一 郎 = 林 良 平 編 担 保 法 大 系 第 2 巻
( 金 融 財 政 )
昭 和 6 0 年
法学49巻6号登録され九・一般先取特権
Das jepanische Familienrecht ln Gegenwart und zukunft
(zeitschrift 鈿r das gesamte Familienrecht.1986, Heft 2)
Ⅳ判例批評(A ・ B ・ Cについては末尾の凡例を参照)
昭和24年 偽造の登記申請委任状等における所有権移転登記の効力^
売主より登記事務の委任ある場合もなお無効か(山田峻氏と共同執筆)
(東京高判昭23・ 1 ・30、高民集 1 -1 -22)
東大判例研究会・判例研究2巻3号
抵当権の目的物に関してなされ九代物弁済の予約^所有権移転前になされ
た登記の効力(山田晟氏と共同執筆X最半1旧召23・フ・2α民集2-9-205)
(判民昭和23年度16事件)東北判例研究会・判例研究2巻6号
1棟2戸建の家屋の全部明渡の請求に対する1戸のみの明渡の判決(附、借
家法第1条の2の「正当の事由」と家主の貸家売却の必要)
民商法雑誌26巻3号(最判昭24・ 8 ・ 2、民集 3-9-29D
借家法第1条の2の正当事由の判断に際して賃貸人の同意なくして賃借人と
同居する親族の事情を考慮することの必要
(大阪高判昭24・ 2 ・18、高民集 2-1-37)
東大判例研究会・判例研究3巻1号
所有権の取得時効の九め相続人が自己の占有に先代の占有を併せての主張の
みをする場合において、相続人固有の占有を認定することの要否一一山林の
時効取得(我妻栄氏と共同執筆)
(大阪高判昭24・ 2 ・16、高民集21-1- D
東大判例研究会・判例研究3巻1号
地上権の時効取得^地上権の消滅とその対抗要件
(最判昭24 ・ 9 ・ 27、民集 3 -10-42)
東大判例研究会・判例研究3巻10号(判民昭和24年度34事件)
親権者の変更を申し立てない旨の調停の効力
昭和25年
昭和26年
Ⅱ
昭和27年
1 2
( 東 京 高 半 1 ] 昭 和 2 4  ・ フ ・  2 9 、 高 民 集  2  - 2  - 1 6 0 )
東 大 判 例 研 究 会 ・ 判 例 研 究 3 巻 3 号
受 任 者 の 身 分 上 の 地 位 を 信 任 し て な し た 委 任 と 委 任 者 の 死 亡 に よ る 終 了
民 商 法 雑 誌 2 7 巻 2 号( 東 京 高 半 嶋 召 2 4  ・ Ⅱ ・  9 、 高 民 集  2  - 2  - 1 5 6 )
賃 貸 家 屋 乃 至 士 地 に つ き 賃 借 権 の 無 断 譲 渡 乃 至 無 断 転 貸 が な さ れ た の ち 家 屋
乃 至 土 地 の 所 有 権 を 譲 受 け た も の は 、 賃 貸 借 契 約 を 解 除 せ ず に 、 賃 借 権 譲 受
人 乃 至 転 貸 人 に 対 し て 、 明 渡 請 求 を な し う る か ( 2 件 )
( 最 羽 卵 召 2 6  ・  4  ・  2 7 、 民 集  5  - 5  - 3 2 5 )
民 商 法 雑 誌 2 7 巻 5 号 ・  C
( 最 半 1 ] 昭 2 6  ・  5  ・  3 1 、 民 集  5  - 6  - 3 5 9  )
解 約 申 入 後 の 事 情 の 変 更 に よ り 正 当 事 由 が あ る こ と に な っ ナ こ 場 合 と 建 物 明 渡
請 求 の 許 否
民 商 法 雑 誌 討 巻 2 号( 最 半 1 1 昭 2 9  ・  3  ・  9 、 民 集  8  - 3  一 飾 7 )
( 赤 崎 ハ ツ ヨ 氏 と 共 同 執借 家 法 第 1 条 の 2 に い わ ゆ る 正 当 事 由 の あ る 1 事 例
民 商 法 雑 誌 3 1 巻 6 号 ・  C筆 ) ( 最 判 昭 2 9  ・ フ ・  9 、 民 集  8  - フ - 1 3 3 8 )
い わ ゆ る 有 料 社 宅 の 使 用 関 係
民 商 法 雑 誌 3 2 巻 4 号( 最 判 昭 2 9  ・  1 1 ・  1 6 、 民 集  8  - 1 1 - 2 0 4 7 )
士 地 共 有 者 の 一 人 だ け に つ い て 民 法 第 3 8 8 条 本 文 の 事 由 が 生 じ た 場 合 と 法 定
地 上 権 の 成 否
( 最 半 1 畑 召 2 9  ・  1 2  ・  2 3 、 民 集  8  - 1 2 - 2 2 3 5  )民 商 法 雑 誌 3 2 巻 5 号
国 税 滞 納 処 分 に よ る 差 押 と 民 法 1 7 7 条 の 適 用 の 有 無
( 最 判 昭 3 1 ・  4  ・  2 1 、 判 例 時 報 7 5 - 3 ) 判 例 評 論 6 号
地 盤 に つ い て 所 有 権 移 転 登 記 が な さ れ た 後 に 立 木 に つ い て な さ れ 九 保 存 登 記
の 効 力 ( 植 林 弘 氏 と 共 同 執 筆 )
民 商 法 雑 誌 3 4 巻 1 号( 最 判 昭 3 0  ・  9  ・  2 3 、 民 集  9  - 1 0 - 1 3 7 6 )
賃 借 権 の 譲 渡 に 対 し 賃 貸 人 の な す 承 諾 の 相 手 方
( 最 判 昭 3 1 ・  1 0  ・  5  、 民 集 1 0 - 1 0 - 1 2 3 9  )民 商 法 雑 誌 3 5 巻 4 ・ 号 ・  C
相 続 に よ り 共 同 賃 借 人 が 生 じ た 場 合 に お け る 総 括 代 理 人 の 認 定
判 例 評 論 2 3 号
( 東 京 地 判 昭 3 4 ・  9  ・  8 、 判 例 時 報  1 9 9 - 2 7 )
占 有 改 定 に よ る 占 有 の 取 得 と 民 法 第 1 9 2 条 の 適 用 の 有 無
民 商 法 雑 誌 4 3 巻 1 号( 最 判 昭 3 5 ・  2  ・ 1 1 、 民 集 1 4 - 2  - 1 6 8 )
昭 和 3 0 年
昭 和 3 1 年
昭 和 3 2 年
昭 和 3 5 年
昭 和 3 4 年
昭和36年
昭和38年
借地法第10条の建物の時価(阿部徹氏と共同執筆)
民商法雑誌45巻1号(最判昭35 ・ 12 ・ 20、民集14-14-3130)
地上建物の朽廃と借地権の存続(荒川重勝氏と共同執筆)
民商法雜誌娼巻4号(最判昭37 ・フ・19、民集16-8 -1566)
本人が無権代理人を相続し九場合における無権代理行為の効力
法学28巻 1号(最判昭37 ・ 4 ・ 20、民集16-4-955)
他人の権利の処分と権利者の追認
法学28巻2号(最判昭37 ・ 8 ・10、民集16-8 -1700)
自己と同居しかっ自己の親権に服する子への賃借地上の建物の所有特分の譲
渡か民法612条による士地賃貸借解除の事由にならないとされた事例
判例評論70号(最判昭39 ・ 1 ・16、判例時報 368 -52)
転貸許容の特約と借家法第1条第1項の適用
民商法雑誌50巻4号・ C(最判昭38 ・ 9 ・ 26、民集17-8 -1025)
国有普通財産の貸付契約と借地法第6条及び第5条の適用の有無
民商法雑誌51巻2号(最判昭38 ・]2・10、民集16-9 -857)
防火地域の指定と木造家屋所有を目的とする借地権
法学29巻 1号・ B(東京高判昭39・フ・13、判例時報 380-7D
1.借地法第10条に基づく建物買収請求権行使によって成立する売買と民法
第577条適用の有無
2.買取請求権行使の対象九る建物に抵当権か設定されている場合と当該建
物の時価
民商法雑誌51巻5号・ B(最判昭39 ・ 2 ・ 4、民集18-2 -233)
建物登記における所在地番の表示が実際と相違している場合と建物保護法1
条による対抗力
判例評論釘号・B(最判昭40・ 3 ・17、判例時報 403 -1D
1.家屋所有権の移転と賃貸人の地位の承継
2.家屋所有権の移転による賃貸人の地位の承継に関し審理不尽の違法があ
るとされた事例
(最判昭39・ 8 ・28、民集18-フ-1354)
昭和39年
昭和40年
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民商法雑誌52巻4号
1 4
昭 和 4 1 年
借 地 法 1 0 条 の 建 物 買 取 請 求 椛 を 建 物 賃 借 人 が 代 位 行 使 す る こ と の 可 否
( 最 * 1 " 召 謁 ・  4  ・  2 3 、 民 集 1 7 - 3 一 認 6 )
法 学 2 9 巻 4 号 ・  B
1 . 士 地 賃 借 人 が 該 地 上 の 建 物 に 設 定 し た 抵 当 権 の 効 力 は 当 該 士 地 の 賃 借 権
に 及 ぶ か
2 . 地 上 建 物 に 抵 当 権 を 設 定 し 九 士 地 賃 借 人 は 抵 当 建 物 の 競 落 人 に 対 し 地 主
に 代 位 し て 当 該 士 地 の 明 渡 を 請 求 で き る か
( 最 判 昭 4 0  ・  5  ・  4 、 民 集 1 9 - 4  - 8 1 1 )
民 商 法 雑 誌 5 4 巻  1 号 ・  B
借 地 上 建 物 の 讓 渡 担 保 と 士 地 賃 貸 借 の 解 除
惜 地 上 建 物 が ナ ' 地 賃 貸 人 に 無 断 で 第 3 者 に 譲 渡 さ れ た 形 が と ら れ て も 、 そ
の 突 質 か 譲 渡 抵 当 で あ る と き は 、 士 地 賃 貸 人 は 以 上 の こ と を 理 由 に 士 地 賃 貸
借 契 約 を 解 除 す る こ と は で き な い
( 最 * N 召 4 0  ・  1 2  ・  1 7 、 半 1 1 g Ⅲ 埒 搬  4 3 4  - ・ 3 5 )
判 例 評 論 9 0 号
建 物 と と も に 敷 地 賃 借 権 か 転 々 讓 渡 さ れ た 場 合 と 建 物 買 取 請 求 権
( 最 判 昭 4 2  ・ フ ・  6  、 民 集 2 1 - 6  - ・ 1 5 4 3 )
民 商 法 雑 誌 5 8 巻 2 号 ・  B
士 地 賃 貸 人 が 士 地 を 第 三 者 に 讓 渡 、 引 渡 し て 賃 借 人 の 使 用 収 益 を 不 可 能 に
し た 場 合 の 、 借 地 人 の 損 害 賠 償 請 求 額 算 定 の 基 凖 時
( 東 京 高 半 1 Ⅲ 召 " ・  8  ・  8 、 判 例 タ イ ム ズ  2 3 8  - 1 2 7 )
判 例 タ イ ム ズ  2 4 1  号 ・  B
も と 一 筆 だ っ た 士 地 の 一 部 が 讓 渡 な い し 賃 貸 さ れ ナ こ 場 合 の 囲 繞 地 通 行 権
( 最 半 1 " 召 U  ・ 1 1 ・  1 3 、 判 例 時 報  5 8 2  - 6 5 )
判 例 評 論  1 3 7 号 ・  A
賃 貸 建 物 の 所 有 権 移 転 と 敷 金 の 承 継
( 最 半 卵 召 4  ・ フ ・  1 7 、 民 集 2 3 - 8  - 1 6 1 0  )
民 商 法 雑 誌 6 2 巻 5 号
同 一 債 権 担 保 の 九 め 抵 当 権 と 地 上 権 と が 設 定 さ れ た 場 合 に 抵 当 権 に も と づ
く 競 売 手 続 か 完 結 し た と き の 地 上 権 の 消 長
( 東 京 高 判 昭 4 5 ・  2  ・  9 、 高 民 集 2 3 - 1 - 8 )
判 例 タ イ ム ズ 2 4 9 号
不 動 産 買 主 が 所 有 権 移 転 登 記 は し な い で 抵 当 権 設 定 登 記 お よ び 停 止 条 件 付
代 物 弁 済 契 約 に 基 づ く 所 有 権 移 転 請 求 権 保 全 の 仮 登 記 の み を し て い る 場 合 の
不 動 産 2 重 譲 受 人 の 地 位 ( 生 態 長 幸 氏 と 共 同 執 筆 )
( 最 判 昭 4 5 ・ 1 1 ・  9 、 判 仰 汐 イ ム ズ  2 5 6  - 1 2 の
昭 和 4 3 年
昭 和 4 5 年
判 例 タ イ ム ズ 2 6 0 号
昭 和 4 6 年
昭和47年 銀行を担保権者とする根抵当権の設定登記の抹消請求が認められた事例
(最判昭妬・ 3 ・26、判例時報 631 -52) 判例評論 155号
根抵当権者が極度額を超える被担保債権を有しているのに競売代金中極度
額を超える額を、この根抵当権にもとづく任意競売申立の登記ののち目的不
動産上の抵当権設定登記をえ九者に交付することに対する異議か認容されな
かっ九事例
判例評論157号(大阪高判昭46・ 6 ・24、判例時殺 639-86)
根抵当権設定契約と錯誤による一部無効
判例タイムズ291号(最判昭47 ・12・19、判例タイムズ 288 -198)
特定物売買の過程での所有権確認請求の可否
(最判昭33 ・ 6 ・ 20、民集12-10-1585)
ジュリスト・民法判例百選 1総則・物権・ A
昭和48年
昭和四年
昭和50年
昭和51年
相続回復請求権の放棄
(大判昭13・フ・26、民集17-16-1481)家族法判例百選(新版・増補)
旧根抵当権の被担保債権の範囲
(最判昭50・ 8 ・ 6、判例時報 789 -33) 判例評論204号
借地契約が法定更新された場合における慣習にもとづく更新料請求権の不存
在(東京高判昭51・ 3 ・24、判例タイムズ 335 -192)
判例タイムズ339号・ B
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昭和54年
昭和57年
弁済供託金取戻と讓渡担保の復活の有無
(最判昭53・12 ・22、判例タイムズ 382 -102)判例タイムズ 383号
譲渡担保を設定した債務者の目的不動産に対するいわゆる受戻権と民法
167条2項の規定の適用の可否
民商法雑誌釘巻2号(最判昭57 ・ 1 ・22、民集36-1 -92)
例
著屯
著書
著書
「物権法の研究(民法論文集1)」に収録されたもの
「借地・借家法の研究1(民法論文集2)」に収録されたもの
「借地・借家法の研究Ⅱ(民法論文集3)」に収録され九もの
凡
???
